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通期（連結・個別）業績予想の修正、および特別損失の計上に関するお知らせ

最近の業績動向等を踏まえ、平成 21 年 4 月 28 日に公表した平成 22 年 ３月期（連結・個別）の業

績予想を下記の通り修正いたしましたのでお知らせいたします。

記

１．通期業績予想の修正

（金額の単位：百万円）

平成22年３月期第２四半期連結累計期間業績予想数値の修正（平成21年４月１日から平成21年９月30日）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
１株当たり

四半期純利益

前回発表予想（A）
百万円
１，２３５

百万円
△１６６

百万円
△１６０

百万円
△１６０

円 銭
△２，５５５．１８

今回発表予想（B） １，２３５ △１６６ △１６０ △２００ △３，１９３．９７
増減額（B-A） 0 0 0 △４０
増減率(%) － － － －
(ご参考)前期第２四半期実績
（平成21年３月期第２四半期）

１，６３４ １３３ １４８ ８６ １，３６３．２０

平成22年３月期通期連結業績予想数値の修正（平成21年４月１日から平成22年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

前回発表予想（A）
百万円
２，６７７

百万円
△１２９

百万円
△１１８

百万円
△１１８

円 銭
△１，８８４．４４

今回発表予想（B） ２，６７７ △１２９ △１１８ △１５８ △２，５２３．２４
増減額（B-A） 0 0 0 △４０
増減率(%) － － － －
(ご参考)前期実績
（平成21年３月期）

３，０９４ ３２ ５７ △５１ △８１６．６１



平成22年３月期第２四半期個別累計期間業績予想数値の修正（平成21年４月１日から平成21年9月30日）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
１株当たり

四半期純利益

前回発表予想（A）
百万円
１，２１５

百万円
△１２２

百万円
△１０７

百万円
△１０７

円 銭
△２，５５５．１８

今回発表予想（B） １，２１５ △１２２ △１０７ △１３７ △２，１８７．８７
増減額（B-A） 0 0 0 △３０
増減率(%) － － － －
(ご参考)前期第２四半期実績
（平成21年３月期第２四半期）

－ － － － －

※平成21年3月期第2四半期累計期間における個別業績については、開示しておりません。

平成22年３月期通期個別業績予想数値の修正（平成21年４月１日から平成22年3月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

前回発表予想（A）
百万円
２，６１７

百万円
△３８

百万円
△２７

百万円
△２７

円 銭
△４３１．１９

今回発表予想（B） ２，６１７ △３８ △２７ △５７ △８１０．２８
増減額（B-A） 0 0 0 △３０
増減率(%) － － － －
(ご参考)前期実績
（平成2１年３月期）

３，０７９ １０８ １３３ △５１ △８１５．５４

２．業績予想修正の理由

当連結会計年度における業績は、次項記載の特別損失を計上することから、平成21年４月28日に公表した

業績予想を下回る見通しとなりました。

３．特別損失の計上

平成21年３月期第１四半期において下記の通り計上いたします。

（1）連結決算

① 平成21年7月6日の当社事務所移転に関しまして、旧事務所の原状回復コスト、固定資産の除却費用の

一連の精査等が完了し、金額の確定ができましたので、事務所移転損失としまして120百万円を引当計上

いたします。

当該コストは、コスト削減の一環として、事務所賃料の削減施策に基づく一時的なコストであり、事務所賃

料削減効果は、毎期70百万円のコスト削減を見込んでおります。

②連結子会社におきまして、著作物利用に対する包括利用許諾契約を締結いたしましたので、過去の使用

に関する利用料9百万円を引当計上いたします。

（2）個別決算

(1)-① の当社事務所移転に関しまして、旧事務所の原状回復コスト、固定資産の除却費用の一連の精査

等が完了し、金額の確定ができましたので、事務所移転損失としまして120百万円を引当計上いたします。

当該コストは、コスト削減の一環として、事務所賃料の削減施策に基づく一時的なコストであり、事務所賃料

削減効果は、毎期70百万円のコスト削減を見込んでおります。

※本業績予想の修正につきましては、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前

提に基づいており、実際の業績は、今後の様々な要因により予想値と異なる可能性があります。

以 上


